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一般社団法人 地域国土強靭化研究所 定款 

 

 

第１章  総 則 

    （名 称）  

    第１条 当法人は、一般社団法人地域国土強靭化研究所 と称する。 

     

（主たる事務所） 

第２条 当法人は、主たる事務所を茨城県那珂市に置く。 

 

（目 的） 

    第３条 当法人は、地域国土強靭化に資する技術と政策を総合化することによって地

域の防災・減災・縮災に資することを目的とする。 

 

  （事 業） 

  第４条 当法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

１．地域国土強靭化に関する委託業務，技術相談及び政策相談 

２．地域国土強靭化に関する技術開発支援及び技術普及支援 

３．地域国土強靭化に関する講演会，研究会及び情報交換会の運営 

４．社会人継続教育支援及び企業研修支援 

５．前各号に附帯又は関連する一切の事業 

 

    （公告の方法）  

第５条 当法人の公告は、官報に掲載する方法により行う。 

 

 

第２章 会員及び社員 

（社員及び会員の構成） 

  第６条  当法人の構成員は社員及び会員とし、社員をもって一般社団法人及び一般財

団法人に関する法律（以下「一般法人法」という。）上の社員とする。 

    ２ 当法人の会員は次の４種類とする。 

      （１）特別賛助会員 当法人の事業に賛同して入会した個人又は団体 

      （２）賛助会員  当法人の事業を賛助するために入会した団体 

      （３）個人会員  当法人の事業を賛助するために入会した個人 

      （４）協力会員  当法人の事業に協力するために入会した個人又は団体 

    ３ 社員は、理事会の決議により、前項に規定する特別賛助会員、賛助会員、個

人会員の中から選出し、これを一般法人法上の社員とする。 
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  （入 会） 

  第７条 当法人の会員として入会しようとする者は、理事会が別に定める入会申込書

により申込み、理事会の承認があったときに会員となる。 

 

  （費用の負担） 

  第８条 会員及び社員は，理事会において別に定める入会金及び会費を納入なければ

ならない。 

    ２ 必要に応じて理事会の決定を経て，臨時会費を徴収することがある。 

   

  （退会及び退社） 

  第９条 会員及び社員は、別に定める退会届又は退社届を提出することにより、任意

にいつでも退会又は退社することができる。 

 

  （除 名） 

  第１０条 会員及び社員が次のいずれかに該当するに至ったときは、社員総会の決議

によって当該会員または社員を除名することができる。 

 （１）本定款その他の規則に違反したとき。 

       （２）当法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

       （３）その他除名すべき正当な事由があるとき。 

 

    （社員の資格喪失） 

    第１１条 社員が、次の各号の一つに該当する場合には、その資格を喪失する。 

 （１）退社したとき。 

 （２）第 8条の支払い義務を１年以上履行しなかったとき。 

       （３）総社員が同意したとき。 

       （４）当該社員が死亡したとき、又は解散したとき。 

（５）当法人が解散したとき。 

 

第３章 社員総会 

   （構 成） 

  第１２条 社員総会は、全ての社員をもって構成する。 

 

  （権 限） 

  第１３条 社員総会は、次の事項について決議する。 

       （１）社員の除名 

       （２）理事及び監事の選任又は解任 

       （３）理事及び監事の報酬等の額 

       （４）計算書類等の承認 

       （５）定款の変更 

       （６）解散 
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       （７）その他社員総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められ

た事項 

 

  （社員総会） 

    第１４条 当法人の社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会とし、定時社員総会

は毎事業年度の終了後３か月以内に開催し、臨時社員総会はその必要がある場

合に随時これを招集する。 

 

  （招 集） 

  第１５条 社員総会の招集は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に

基づき代表理事が招集する。 

     ２ 社員総会の招集通知は、会日より２週間前までに各社員に対して発する。 

 

  （決議の方法） 

  第１６条 社員総会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、総社員の議決権

の過半数を有する社員が出席し、出席社員の議決権の過半数をもってこれを行

う。 

     ２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、総社員の半数以上の社員が出席し、

総社員の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。 

       （１）社員の除名 

       （２）理事及び監事の解任 

       （３）定款の変更 

       （４）解散 

       （５）その他法令で定められた事項 

 

  （議決権） 

  第１７条 各社員は、会費及び基金の経済的負担に応じて別に定めるとおりの議決権

を有する。 

 

  （議 長） 

  第１８条 社員総会の議長は、代表理事がこれに当たる。代表理事に事故があるとき

は、副代表理事がこれに当たる。 

  

   （議事録） 

    第１９条 社員総会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成し、

社員総会の日から１０年間主たる事務所に備え置く。 
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第４章 役 員 

    （役員の員数） 

    第２０条 当法人に次の役員を置く。 

       （１）理事 ３名以上１２名以内 

       （２）監事 １名以上２名以内 

 

    （役員の選任） 

    第２１条 当法人の役員は、社員総会の決議によって社員の中から選任する。ただし、

必要があるときは、社員以外の者から選任することを妨げない。 

 

  （理事の職務及び権限） 

  第２２条 理事は、理事会を構成し、法令及び本定款で定めるところにより、職務を

執行する。 

 

  （監事の職務及び権限） 

  第２３条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報

告を作成する。 

 

    （役員の任期） 

    第２４条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

     ２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

     ３ 補欠として選任された理事の任期は、前任者の任期の満了する時までとす

る。 

   

 (代表理事及び副代表理事の選定及び職務権限) 

  第２５条 当法人は、代表理事１名及び副代表理事２名を置き、理事会の決議によっ 

て理事の中から選定する。 

     ２ 代表理事は、当法人を代表し、当法人の業務を執行する。 

     ３ 副代表理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故があるときその職務の

執行を代行する。 

 

（役員の報酬等） 

    第２６条 役員の報酬その他の職務執行の対価を当該役員に対して当法人から支払

うことができる。 

 

  （取引の制限） 

  第２７条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合には、社員総会において、その

取引について重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。 

（１）自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引 
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（２）自己又は第三者のためにする当法人との取引 

（３）当法人がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間に

おける当法人とその理事との利益が相反する取引 

 

  （責任の一部免除） 

  第２８条 当法人は、役員の一般法人法第１１１条第１項の賠償責任について、法令

に定める要件に該当する場合には、社員総会の一般法人法第４９条第２項に定

める決議によって、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得

た額を限度として、免除することができる。 

   

  （顧 問） 

  第２９条 当法人には、顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、一般法人法上の役員ではなくこの法人に対して何らの権限を有し

ないが、理事会の諮問に応え、理事会に対し、参考意見を述べることができる。 

３ 顧問は、理事会において任期を定めた上で選任する。 

４ 顧問は、無報酬とする。ただし，交通費などの必要経費は支払うことを原

則とする。 

 

 

第５章 理事会 

（構 成） 

  第３０条 当法人に理事会を置く。 

     ２ 理事会は、全ての理事をもって構成する。 

   

（権 限） 

  第３１条 理事会は、次の職務を行う。 

      （１）当法人の業務執行の決定 

      （２）理事の職務の執行の監督 

      （３）代表理事及び副代表理事の選定及び解職 

 

  （招集及び議長） 

  第３２条 理事会は、代表理事が招集し議長となる。代表理事に事故があるときは、

副代表理事が招集し議長となる。 

 

  （決 議） 

  第３３条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の

過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

     ２ 理事が理事会の決議目的である事項について提案した場合において、当該

提案につき理事（当該事項について議決に加わることができる理事に限る。）

の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提
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案について異議を述べたときを除く。）は、当該提案を可決する旨の理事会の

決議があったものとみなす。 

 

  （議事録） 

  第３４条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

 

 

第６章 基 金 

    （基金の拠出） 

    第３５条 当法人は、社員又は第三者に対し、一般法人法第１３１条に規定する基金

の拠出を求めることができるものとする。 

 

    （基金の募集） 

    第３６条 基金の募集、割当て及び払込み等の手続きについては、理事会が決定する

ものとする。 

 

   (基金の拠出者の権利) 

    第３７条 拠出された基金は、基金拠出者と合意した期日までは返還しない。 

 

（基金の返還の手続） 

  第３８条 基金の拠出者に対する返還は、返還する基金の総額について定時社員総会

における決議を経た後、理事会が決定したところに従って行う。 

 

 

第７章 資産及び会計  

（事業年度） 

  第３９条 当法人の事業年度は、毎年７月１日から翌年６月３０日までの年１期とす

る。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第４０条 当法人の事業計画及び決算については、毎事業年度開始日の前日までに代

表理事が作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、直近の社員

総会において承認を得るものとする。これを変更する場合も同様とする。 

２ 前項の規定により承認された書類のほか、監査報告を主たる事務所に５年

間、また従たる事務所に３年間備え置くとともに、定款及び社員名簿を主たる

事務所及び従たる事務所に備え置くものとする。 
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第８章 定款の変更及び解散  

（定款の変更） 

    第４１条 この定款は、定時または臨時の社員総会において、変更することができる。 

 

   (合併等) 

  第４２条 当法人は、定時または臨時の社員総会において、他の一般法人法上の法人

との合併、事業の全部または一部の譲渡及び廃止をすることができる。 

 

(解 散) 

  第４３条 当法人は、定時または臨時の社員総会の決議、または、その他法令で定め

られた事由により解散する。 

 

(法人認定の取消し等に伴う贈与) 

  第４４条 当法人が、社団法人認定の取消しの処分を受けた場合、または、合併もし

くは解散により法人が消滅する場合には、定時または臨時の社員総会の決議を

経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、その事由が発生した日か

ら１ヶ月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認定に関する法律（以下「公

益認定法」という。）第５条 17号に掲げる法人、または、国もしくは地方公共

団体に贈与するものとする。 

 

(残余財産の帰属) 

  第４５条 当法人が清算する場合において有する残余財産は、定時または臨時の社員

総会の決議を経て、公益認定法第５条 17 号に掲げる法人、または、国もしく

は地方公共団体に贈与するものとする。 

 

 

第 9 章 補 則 

（規 定） 

    第４６条 この定款施行についての規定は、理事会の議決を経て別に定める。 

 

 

第 10章 附 則 

（最初の事業年度） 

    第４７条 当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から令和３年６月３０日まで

とする。 

 

   (設立時理事及び監事) 

  第４８条 当法人の設立時理事、代表理事、副代表理事及び設立時監事は、次のとお

りとする。 

         設立時理事    安原一哉、岸田隆夫、須田裕之、小浪岳治 
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田中富智夫、伴夏男、岡本昌弘 

       設立時監事    丸山 泉、霜越直樹 

    ２ 当法人の設立時代表理事及び副代表理事は，設立時理事の互選によって選定 

する。 

 

 （設立時の社員の氏名又は名称及び住所） 

    第４９条 当法人の設立時の社員の氏名又は名称及び住所は次のとおりである。 

氏  名  安原 一哉 

           住  所  茨城県日立市かみあい町３丁目２３番６号 

      氏  名  岸田 隆夫 

      住  所  神奈川県横浜市港北区樽町三丁目２番２１－Ａ１１０６号 

      氏  名  須田 裕之    

      住  所  茨城県水戸市姫子１丁目１１９番地の１８ 

      氏  名  小浪 岳治 

      住  所  神奈川県横浜市戸塚区品濃町１７８９番地１ 

ヴィルヌーブガーデンズ東戸塚Ｂ－５０３号 

      氏  名  田中 富智夫 

住  所  宮城県仙台市太白区長町南４丁目１４番１６号 

氏  名  伴 夏男 

住  所  茨城県水戸市平須町１８２８番地の１０００ 

      氏  名  岡本 昌弘 

      住  所  神奈川県横浜市保土ケ谷区仏向西２５番８号 

氏  名  丸山 泉 

      住  所  千葉県柏市増尾台１丁目１２番５２－１０１号 

      氏  名  霜越 直樹 

      住  所  神奈川県横浜市戸塚区矢部町１８１５番地９ 

 

  （準拠法） 

  第５０条  この定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令によるも

のとする。 

 

 

以上、一般社団法人地域国土強靭化研究所 の設立に際し、社員の定款作成代理人

である 行政書士 岡野 裕行 は、電磁的記録である本定款を作成し、電子署名を

する。 

 

 

     令和 ２年 ６月２３日 

                          

                  設立時社員 安原一哉 

設立時社員 岸田隆夫 
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                 設立時社員 須田裕之 

設立時社員 小浪岳治 

設立時社員 田中富智夫 

設立時社員 伴夏男 

設立時社員 岡本昌弘 

設立時社員 丸山 泉   

設立時社員 霜越直樹   

 

                  上記発起人の定款作成代理人 

 

                    行政書士 岡野 裕行 

 

                 日行連／第１１１１０８４４号 
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